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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算書 
 
 

１ 西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 
 
 
 
 
 
 



 



 

 

議案第３１号 

 

平成２９年度 西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １，５９４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表 歳入歳出予算｣による。 

 

   平成 29 年２月 28 日  提出 

 

                             西予市長  管  家  一  夫  
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西予市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算に関する説明書  
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 地方債に関する調書 
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住宅新築資金等貸付事業債

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込み

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

千円 千円 千円 千円 千円

3,913 1,981 1,242 739

合　　　　　　　計 3,913 1,981 1,242 739
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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算書 
 
 

１ 西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 
 
 
 
 
 
 



 
 



 

 

議案第３２号 

 

平成２９年度 西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算）  

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ３２，９３９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長  管  家  一  夫       
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西予市育英会奨学資金貸付特別会計予算に関する説明書  
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 
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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西予市国民健康保険特別会計予算書 

 
 

１ 西予市国民健康保険特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 



 

 

議案第３３号 

 

平成２９年度 西予市国民健康保険特別会計予算 

  

 平成 29 年度西予市国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ６，０４３，５４５千円、診療施設勘定

の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２７０，７０１千円と定める。 

２ 事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

 （一時借入金）  

第２条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、事業勘定５００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用すること

ができる場合は、次のとおりと定める。 

(1)  保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経 

費の各項の間の流用 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長  管  家  一  夫       
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 歳 入 歳 出 予 算 
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診 療 施 設 勘 定 会 計 歳 入 歳 出 予 算 
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西予市国民健康保険特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 給与費明細書 
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給　与　費　明　細　書

1 特別職

給　　　　与　　　　費

報 酬 給 料
そ の 他 の

手 当
計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長 等 　               　               

議 員 　               　               

その他の
特 別 職

14 189 189 189

計 14 189 　               　               　               189 　               189

長 等 　               　               

議 員 　               　               

その他の
特 別 職

14 189 189 189

計 14 189 　               　               　               189 　               189

長 等 　               　               

議 員 　               　               

その他の
特 別 職

0 0 0 0

計 0 0 　               　               　               0 　               0

備 考期末手当
（千円）

年間支給率
（月分）

本

年

度

前

年

度

比

較

職 員 数
区 分

共 済 費 合 計

- 52 -



2 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　　　　　）

8 27,349 21,183 48,532 7,934 56,466 

（　　　　　）

10 36,683 27,891 64,574 10,957 75,531 

（　　　　　）

△ 2 　              △ 9,334 △ 6,708 △ 16,042 △ 3,023 △ 19,065 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 546 630 489 1,770 6,242 4,121 7,385 

前 年 度 996 1,116 406 2,018 8,426 5,053 9,876 

比 較 △ 450 △ 486 83 　              △ 248 　              △ 2,184 △ 932 △ 2,491 

備 考

職 員 手 当 の
内 訳

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

区 分
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　(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 110 給与改定の状況　　

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 194 平均昇給率 0.71 ％

（昇給期） （職員数）

昇給期別職員数 1 月 10 人

その他の増減分 △ 9,638 職員数の異動状況

本年度 8 人

(現に在職する職員数） 前年度 10 人

増減 △ 2 人

△ 6,708 制度改正に伴う増減分 244 
期末勤勉手当支
給率の改定

その他の増減分 △ 6,952 

給

料

△ 9,334 

平成28年4月1日

職

員

手

当

区

分
増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

医 療 職 (3)

大 学 卒

国 の 制 度

一 般 行 政 職

短 大 卒

区 分 一 般 行 政 職 (円）

高 校 卒

医 療 職 (3) (円）

282,870

318,509

37.5

291,517

329,627

39.8

0

0

0.0

356,024

391,756

52.0

146,655

159,403

178,877

146,100

158,800

178,200
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ウ 級別職員数

一般行政職 一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
6 75.0 5 62.5 2 100.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

1 12.5 2 25.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
1 12.5 1 12.5

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

8 100.0 　       　       0 0.0 　       　       8 100.0 　       　       2 100.0 　       　       

(　)内は、再任用短時間勤務職員

1級

区
分

級
医療職(2)

３級 ３級

医療職(3)
区
分

級
医療職(2) 医療職(3) 単労職 単労職

平
成
2
9
年
４
月
１
日
現
在

７級

平
成
2
8
年
４
月
１
日
現
在

７級

６級 ６級

５級 ５級

４級 ４級

計 計

２級 ２級

1級
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（級別の標準的な職務内容）

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

一般行政職 主事 主査
主任、係長、担当
係長

課長補佐
課長
主幹

部長
特に困難な業務
を掌握する部長の
職務

エ　　期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300 有

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200 有

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300 有

（　　　）内は、再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）

職制上の段階、
職務の級等による

加 算 措 置
備　　　考

国 の 制 度

本 年 度

前 年 度
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オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備         考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶養手当 住居手当 通勤手当

同じ 同じ 異なる

県準拠

区 分 その他の加算措置等

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

支 給 率 等

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

区　　　　　　分

差 異 の 内 容

国 の 制 度 と の 異 同
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診 療 施 設 勘 定 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書 
 
 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 
(1)  総   括  
(2)  歳   入  
(3)  歳   出 

             ２ 給与費明細書 

             ３ 地方債に関する調書 
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給　与　費　明　細　書

１ 一般職

（１）　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（ ）

8 35,302 41,964 77,266 11,014 88,280 

（ ）

9 38,798 44,883 83,681 12,193 95,874 

（ ）

△ 1 △ 3,496 △ 2,919 △ 6,415 △ 1,179 △ 7,594 

(　)内は、再任用短時間勤務職員

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当
時 間 外
勤 務 手 当

日 直 手 当
管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
管理職特別
勤 務 手 当

退 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 840 234          620 15,031     1,281 688 8,402 5,335 9,533 

前 年 度 1,032       528          790          15,018     1,233       1,025       9,257       5,559       10,441     

比 較 △ 192 △ 294 △ 170 13 48 　            △ 337      △ 855 △ 224 　              △ 908 

前 年 度

比 較

職員手当
の 内 訳

区 分

区 分
職 員 数 共 済 費 合 計

本 年 度

備 考

- 68 -



　(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 116 給与改定の状況　　

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

普通昇給に伴う増加分 109 平均昇給率 0.31 ％

（昇給期） （職員数）

昇給期別職員数 1 月 8 人

その他の増減分 △ 3,721 職員数の異動状況

本年度 8 人

(現に在職する職員数） 前年度 9 人

増減 △ 1 人

△ 2,919 制度改正に伴う増減分 316 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 △ 3,235 

備 考増 減 事 由 別 内 訳

給

料

職

員

手

当

区

分

△ 3,496 

説 明

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 （円）

50.2

146,655

159,403

178,877 246,131

162,816

185,100

188,312

208,790

146,100

158,800

178,200

314,930

333,402

51.5

309,019

338,738

51.5

527,196

1,220,823

52.5

526,185

1,219,202

321,074

347,022

52.0

321,074

351,923

国 の 制 度

医 療 職 (3)医 療 職 (1) 医 療 職 (2)

短 大 卒

医 療 職 (2) 医 療 職 (3) (円）(円）

309,193

344,639

43.0

323,919

363,745

45.5 52.0

大 学 卒

高 校 卒

区 分

一 般 行 政 職

一 般 行 政 職 (円） (円）医 療 職 (1)
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ウ 級別職員数

一般行政職 一般行政職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

構成比
（％）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

1 50.0 1 33.4 1 50.0

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
3 100.0 1 100.0 2 100.0 1 33.3 1 100.0 1 33.3

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

1 50.0 1 33.3 1 50.0 2 66.7

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

3 100.0 2 100.0 1 100.0 2        100    3 100.0 2 100.0 1 100.0 3        100    

(　)内は、再任用短時間勤務職員

医療職(3)

計

級

６級

５級

医療職(1) 医療職(2)

７級

４級

２級

１級

３級

区
分

２級

６級

５級

４級

級

平
成
2
9
年
４
月
１
日
現
在

１級

計

３級

医療職(1) 医療職(2)

平
成
2
8
年
４
月
１
日
現
在

７級

区
分

医療職(3)
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（級別の標準的な職務内容）

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級

一般行政職 主 事 主 査
主任、係長、
担 当 係 長

診療所事務長 課 長

医療職(1) 医 員 診療所長

医療職(2) 歯科衛生士
高度の知識経験を
必要とする業務を行
う歯科衛生士

上級歯科衛生士
主任歯科衛生士

歯科衛生士長

医療職(3) 准看護師
看 護 師
上 級 准 看 護 師

上級看護師、主任看
護師、高度の知識経
験を必要とする業務を
行う上級准看護師

看護師長

エ　　期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300 有

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200 有

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300 有

（　　　）内は、再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

国 の 制 度

本 年 度

前 年 度

区　　　分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　考
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オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

34.5825 49.59 49.59

34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

カ 特殊勤務手当

（％）

（％）

キ その他の手当

住 居 手 当 通 勤 手 当

同　じ 異なる

県準拠

備       考

全 職 種
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職

0.0

0.042.6

25.0

20年勤続の者
（月分）

国の制度との異同

区 分

差 異 の 内 容

25.55625
国 の 制 度

( 支 給 率 等 )

扶 養 手 当

同　じ

代表的な特殊勤務手当の名称

25.55625

区 分

給料総額に対する比率

支給対象職員の比率
（平成29年４月１日現在）

支 給 率 等

区 分
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81,700

合　　　　　　　計 81,700 81,700 81,700

千円 千円 千円 千円 千円

１　過疎対策事業債 81,700 81,700

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込み

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額
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平 成 ２ ９ 年 度  

 
 

西予市後期高齢者医療特別会計予算書 
 
 

１ 西予市後期高齢者医療特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 
 
 
 
 
 
 



 
 
 



 

 

議案第３４号 

 

平成２９年度 西予市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ６１５，９７８千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号 )第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、１００,０００千円と定める。 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長  管  家  一  夫       
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西予市後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 給与費明細書 
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給　与　費　明　細　書

1 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　　　　　　　）

3 9,294 6,566 15,860 2,502 18,362 

（　　　　　　　）

3 9,544 6,647 16,191 2,571 18,762 

（　　　　　　　）

0                    △ 250 △ 81 △ 331 △ 69 △ 400 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 128 512 2,042 1,374 2,510 

前 年 度 252 430 2,097 1,291 2,577 

比 較                                       △ 124 82                    △ 55 83 △ 67 

備 考

職 員 手 当 の
内 訳

職 員 数 共 済 費 合 計
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 29 給与改定の状況

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 67 平均昇給率 0.72 ％

（昇給期） （職員数）

昇給期別職員数 1 月 3 人

その他の増減分 △ 346 職員数の異動状況

本年度 3 人

(現に在職する職員数） 前年度 3 人

増減 0 人

△ 81 制度改正に伴う増減分 81 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 △ 162 

備 考区 分

給

料

職

員

手

当

△ 250 

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

146,100

158,800

178,200

一 般 行 政 職

国 の 制 度

256,303

273,932

35.3

263,485

282,343

37.2

短 大 卒

大 学 卒

(円）一 般 行 政 職区 分

高 校 卒 146,655

159,403

178,877
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ウ 級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

1 33.4 1 33.4

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

1 33.3 1 33.3

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

1 33.3 1 33.3

（　　　　　） （　　　　　） （　　　　　） （　　　　　）

3 100.0 3 100.0

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

（級別の標準的な職務内容）

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

主 査
主任、係長、担

当 係 長
課 長 補 佐

課 長
主 幹

区　　　　　分

区 分 １　　級 ７　　級

一 般 行 政 職
特に困難な業務を掌握する部
長の職務

一般行政職

平成29年４月１日現在 平成28年４月１日現在

主事

級

５級

６級

２級

区 分

１級

計 計

６　　級

一般行政職

部 長

３級

１級

７級

４級 ４級

２級

３級

級

６級

５級

７級
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エ 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

（　　）内は､再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備       考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

同 じ 同 じ 異 な る

県準拠

備　　　　　考区 分

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度
有

有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

支　給　期　別　支　給　率
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

差 異 の 内 容

国 の 制 度 と の 異 同

区 分

支 給 率 等

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

区 分
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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西 予 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 書 
 
 

１ 西予市介護保険特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 
 
 
 
 
 
 



 
 
 



 

 

議案第３５号 

 

  平成２９年度 西予市介護保険特別会計予算 

 

平成 29 年度西予市介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

 （歳入歳出予算）   

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５，６８７，５２４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号 )第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、３００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用すること

ができる場合は、次のとおりと定める。 

 (１ ) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経

費の各項の間の流用 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長   管  家  一  夫       
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西予市介護保険特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 給与費明細書 
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給　与　費　明　細　書

1 特別職

給　　　　与　　　　費

報 酬 給 料
そ の 他 の

手 当
計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長 等 　               　               

議 員 　               　               

そ の 他 の
特 別 職

40 6,000 6,000 6,000 

計 40 6,000 　               　               　               6,000 　               6,000 

長 等 　               　               

議 員 　               　               

そ の 他 の
特 別 職

40 6,000 6,000 6,000 

計 40 6,000 　               　               　               6,000 　               6,000 

長 等 　               　               

議 員 　               　               

そ の 他 の
特 別 職

0 0 0 0

計 0 0 　               　               　               0 　               0

備 考期末手当
（千円）

年間支給率
（月分）

本

年

度

前

年

度

比

較

職 員 数
区 分

共 済 費 合 計
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給　与　費　明　細　書

2 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（　　　  　　）

7 23,751 18,454 42,205 6,944 49,149 

（　　　  　　）

7 23,125 17,493 40,618 6,777 47,395 

（　　　  　　）

0 　               626 961 1,587 167 1,754 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
休 日 勤 務

手 当
管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 236 324            418 1,967         5,333 3,542 6,634 

前 年 度 324            641 1,504         5,210 3,195 6,619 

比 較 236 　               △ 223 463            　               　               123 347 15 

職員手当の
内 訳

共 済 費 合 計 備 考

本 年 度

前 年 度

比 較

区 分
職 員 数

- 123 -



(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 69 給与改定の状況

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 119 平均昇給率 0.50 ％

（昇給期） （職員数）

昇給期別職員数 1 月 7 人

その他の増減分 438 職員数の異動状況

本年度 7 人

(現に在職する職員数） 前年度 7 人

増減 0 人

961 制度改正に伴う増減分 210 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 751 

備 考区 分

給

料

職

員

手

当

626 

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

146,655

159,403 188,312

146,100

158,800

352,509

402,072

55.0

医 療 職 (3)

178,200

352,509

395,023

54.6

国 の 制 度
(円）

大 学 卒

短 大 卒

178,877 208,790

医 療 職 (3)一 般 行 政 職

高 校 卒

区 分 一 般 行 政 職 (円）

269,475

301,970

39.0

240,827

266,615

38.4
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ウ　級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

1 100.0 4 66.6 1 100.0

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

1 16.7

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

1 16.7

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

1 100.0 6 100.0 1 100.0

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

（級別の標準的な職務内容）

５ 級 ６ 級 ７ 級

課長 部長
特に困難な業務を掌握

する部長の職務

特に高度の知識経験
を必要とする業務を

行う保健師長

医療職（３）一般行政職
級

看護師長
保健師長

上級看護師、主任看護
師、特に高度な経験知識
を必要とする業務を行う上
級准看護師、上級保健
師、主任保健師

医療職（３）

７級

２ 級

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

一般行政職

構成比（％）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

主査

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

４ 級

課長補佐

３ 級

主任、係長、担当係長

（　　　　　　　　）

100.0

3

（　　　　　　　　）

区
分

平
成
2
8
年
４
月
１
日
現
在

４級

計

級

５級

３級

２級

１級

７級

６級

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

准看護師

区
分

平
成
2
9
年
４
月
１
日
現
在

（　　　　　　　　）

3

（　　　　　　　　）

職員数（人）

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　）

6

（　　　　　　　　） （　　　　　　　　）

50.0

（　　　　　　　　）

50.0

医 療 職

区 分

一般行政職 主事

看護師
上級准看護師

保健師

１ 級
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エ 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

（　　）内は､再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備　　　　　考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

同 じ 同 じ 異 な る

県準拠差 異 の 内 容

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

国 の 制 度 と の 異 同

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

区 分

備　　　　　考

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

区 分

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

区 分
支　給　期　別　支　給　率

支 給 率 等
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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西予市簡易水道事業特別会計予算書 
 
 

１ 西予市簡易水道事業特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算  

              ３ 地方債 
 
 
 
 



 
 
 



 

 

議案第３８号 

 

平成２９年度 西予市簡易水道事業特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ １５８，２２１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （地方債） 

第２条 地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５０,０００千円と定める。 

 

平成 29 年２月 28 日 提出 

西予市長  管 家 一 夫      
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簡易水道事業

過疎対策事業

計

　政府資金については、その
融通条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
するものによる。
　ただし、財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償還又は低
利に借換えすることができ
る。

18,000

第 ２ 表   地 方 債

限 度 額 起 債 の 方 法 利　率 償 還 の 方 法起 債 の 目 的

2.0％以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

7,200

25,200

千円
１．借入先

　財務省、 その他

２．借入方法

　普通貸借又は証券発行
の方法による。

３．借入期間

　平成29年度、ただし、
工事又は財政の都合によ
り、起債額の全部若しく
は一部を翌年度に繰り越
し、借り入れをすること
ができる。
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西予市簡易水道事業特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 給与費明細書 

３ 地方債に関する調書 
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給　与　費　明　細　書

1 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（ ）

3 11,493 8,943 20,436 3,276 23,712 

（ ）

3 　               12,022 9,545 21,567 3,634 25,201 

（ ）

0 　               △ 529 △ 602 △ 1,131 △ 358 △ 1,489 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

区 分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務

手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 372 309 319 339 2,728 1,772 3,104 

前 年 度 528 281 151 678 2,931 1,734 3,242 

比 較 △ 156 　               28 　               168 △ 339 △ 203 38 △ 138 

備 考

職員手当の
内 訳

本 年 度

前 年 度

比 較

合 計共 済 費
区 分

職 員 数
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 36 給与改定の状況

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 69 平均昇給率 0.60 ％

（昇給期） （職員数）

昇給期別職員数 1 月 3 人

その他の増減分 △ 634 職員数の異動状況

本年度 3 人

(現に在職する職員数） 前年度 3 人

増減 0 人

△ 602 制度改正に伴う増減分 104 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 △ 706 

給

料

職

員

手

当

説 明 備 考区 分

△ 529 

増 減 事 由 別 内 訳

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

大 学 卒

高 校 卒

短 大 卒

区 分 一 般 行 政 職

146,655

159,403

178,877

(円）

146,100

158,800

178,200

国 の 制 度

一 般 行 政 職

317,328

354,409

43.7

332,289

377,651

45.6
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ウ 級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 33.3 2 66.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

2 66.7 1 33.3

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

3 100.0 3 100.0

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

（級別の標準的な職務内容）

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

主 査
主任、係長、担

当 係 長
課長補佐

課 長
主 幹

７　　級

一 般 行 政 職
特に困難な業務を掌握する部
長の職務

平成29年４月１日現在 平成28年４月１日現在
４級

３級

６　　級

１級

計

２級

部 長

区 分 １　　級

主事

１級

区　　　　　分
一般行政職

２級

一般行政職

３級

級

７級

６級

５級

計

区 分

７級

４級

級

６級

５級
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エ 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計 備　　　　　考

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

（　　）内は､再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備         考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

同 じ 同 じ 異 な る

県準拠

支　給　期　別　支　給　率
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

そ の 他 の
加 算 措 置 等

本 年 度
有

支 給 率 等

区 分

区 分

前 年 度

国 の 制 度

有

有

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

区 分

国 の 制 度 と の 異 同

差 異 の 内 容
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合　　　　　　　計 182,559 180,659 25,200 20,758 185,101

3 辺 地 対 策 事 業 債 1,843

20,496 160,368

2 過 疎 対 策 事 業 債 7,953 17,795 7,200 262 24,733

千円 千円 千円 千円 千円

1 簡 易 水 道 事 業 債 172,763 162,864 18,000

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込み

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額
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平 成 ２ ９ 年 度 

 
 

西予市農業集落排水事業特別会計予算書 
 
 

１ 西予市農業集落排水事業特別会計予算総則  

２ 歳入歳出予算 

 
 
 
 
 



 
 
 



 

 

議案第３６号 

 

平成２９年度 西予市農業集落排水事業特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市農業集落排水事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ４０１，３１９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長  管  家  一  夫       
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西予市農業集落排水事業特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出 

２ 給与費明細書 

３ 債務負担行為に関する調書 

４ 地方債に関する調書 
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給　与　費　明　細　書

1 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（ ）

3 9,240 5,678 14,918 2,491 17,409 

（ ）

3                    9,315 7,408 16,723 2,754 19,477 

（ ）

0                    △ 75 △ 1,730 △ 1,805 △ 263 △ 2,068 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 278 218 339 1,841 1,204 1,798 

前 年 度 234 468 184 222 339 2,154 1,295 2,512 

比 較 △ 234 △ 468 94 △ 4 0 △ 313 △ 91 △ 714 

備 考

区 分

職 員 手 当 の
内 訳

職 員 数 共 済 費 合 計
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 28 給与改定の状況

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 42 平均昇給率 0.45 ％

（昇給期）

昇給期別職員数 1 月 3 人

その他の増減分 △ 145 職員数の異動状況

本年度 3 人

(現に在職する職員数） 前年度 3 人

増減 0 人

△ 1,730 制度改正に伴う増減分 81 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 △ 1,811 

備 考区 分

給

料

職

員

手

当

△ 75 

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

146,100

158,800

178,200

一 般 行 政 職

国 の 制 度

255,500

278,610

45.7

257,294

297,389

36.2

短 大 卒

大 学 卒

(円）一 般 行 政 職区 分

高 校 卒 146,655

159,403

178,877
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ウ 級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 33.4 1 33.3

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 33.3

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 33.3 2 66.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

3 100.0 3 100.0

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

（級別の標準的な職務内容）

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

主 査
主任、係長、担

当 係 長
課長補佐

課 長
主 幹

一般行政職

３級

１級

主事

級

５級

６級

２級

一般行政職
区 分 区　　　　　分

７級

４級

３級

級

６級

５級

７級

７　　級

一 般 行 政 職
特に困難な業務を掌握する部
長の職務

平成29年４月１日現在 平成28年４月１日現在

２級

４級

区 分

部 長

計 計

６　　級

１級

１　　級
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エ 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

（　　）内は､再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備    　　  考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

同 じ 同 じ 異 な る

県準拠

備　　　　　考

区 分

前 年 度

国 の 制 度
有

有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

支　給　期　別　支　給　率
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

区 分

本 年 度

区 分

支 給 率 等

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

差 異 の 内 容

国 の 制 度 と の 異 同
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（単位:千円）

国県費 地方債 その他

永長浄化センター
施設維持管理業務委託料

1,820 平成28年度 0 平成29年度 1,820 445 1,375

神野久浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

3,940 平成28年度 0 平成29年度 3,940 2,202 1,738

田之筋浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

5,292 平成28年度 0 平成29年度 5,292 1,680 3,612

中川浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

4,700 平成28年度 0 平成29年度 4,700 149 4,551

石城浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

4,830 平成28年度 0 平成29年度 4,830 1,698 3,132

多田浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

7,190 平成28年度 0 平成29年度 7,190 2,660 4,530

明間浄化センター・中継ポンプ
施設維持管理業務委託料

3,820 平成28年度 0 平成29年度 3,820 1,868 1,952

特 定 財 源
一般財源

債 務 負 担 行 為 で 、 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限度額

前年度末までの支出見込額 左 の 財 源 内 訳当該年度以降の支出予定額

期　間 金　額 期　間 金　額
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370,872

2,288,381合　　　　　　　計

1,917,509

2,083,988

1

千円

区　　　　　　　　　　分

千円

前 々 年 度 末
現 在 高

千円 千円 千円

1,886,013

98,877 1,713,337

99,0982 271,774

1,812,214下水道事業債

過疎対策事業債 172,676

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中増減見込み

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

197,975

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額
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平 成 ２ ９ 年 度 
 
 

西予市公共下水道事業特別会計予算書 
 
 

１ 西予市公共下水道事業特別会計予算総則 

２ 歳入歳出予算 

３ 債務負担行為 

４ 地方債 
 
 



 



 

 

議案第３７号 

 

平成２９年度 西予市公共下水道事業特別会計予算 

 

 平成 29 年度西予市公共下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ８４６，０７０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条  地方自治法(昭和22年法律第67号 )第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができ

る事項、期間及び限度額は、｢第２表 債務負担行為｣による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 

平成 29 年２月 28 日  提出 

 

西予市長  管  家  一  夫       
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第 ２ 表　債 務 負 担 行 為

（単位：千円)

事　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

企業会計移行に伴うシステム導入業務委託 平成３０年度から平成３１年度まで 10,080
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下水道事業

過疎対策事業

計

　政府資金については、その
融通条件により、銀行その他
の場合は、その債権者と協定
するものによる。
　ただし、財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償還又は低
利に借換えすることができ
る。

89,500

第 ３ 表   地 方 債

限 度 額 起 債 の 方 法 利　率 償 還 の 方 法起 債 の 目 的

2.0％以内

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

77,000

166,500

千円
１．借入先

　財務省、 その他

２．借入方法

　普通貸借又は証券発行
の方法による。

３．借入期間

　平成29年度、ただし、
工事又は財政の都合によ
り、起債額の全部若しく
は一部を翌年度に繰り越
し、借り入れをすること
ができる。
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西予市公共下水道事業特別会計予算に関する説明書 
 

 

１ 歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 

(1)  総   括 

(2)  歳   入 

(3)  歳   出  

２ 給与費明細書 

３ 債務負担行為に関する調書 

４ 地方債に関する調書 
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給　与　費　明　細　書

1 一般職

(1)　総括

給　　　与　　　費

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（ ）

6 22,399 18,157 40,556 6,588 47,144 

（ ）

6 21,314 17,656 38,970 6,400 45,370 

（ ）

0                    1,085 501 1,586 188 1,774 

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外

勤 務 手 当
管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 退職手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,212 204 419 871 540 5,408 3,455 6,048 

前 年 度 1,464 324 669 746 540 5,186 2,996 5,731 

比 較 △ 252 △ 120 △ 250 125 0 222 459 317 

備 考

区 分

職 員 手 当 の
内 訳

職 員 数 共 済 費 合 計
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較
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(2)  給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額 増 減 額

（千円） （千円）

給与改定に伴う増減分 64 給与改定の状況　　

前年度 給料の改定率 0.30 ％

給与改定実施時期

昇給に伴う増加分 116 平均昇給率 0.52 ％

（昇給期）

昇給期別職員数 1 月 6 人

その他の増減分 905 職員数の異動状況

本年度 6 人

(現に在職する職員数） 前年度 6 人

増減 0 人

501 制度改正に伴う増減分 207 
期末勤勉手当
支給率の改定

その他の増減分 294 

備 考区 分

給

料

職

員

手

当

1,085 

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

平成28年4月1日
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア 職員1人当たり給与

区　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額 (円）

平成29年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

平 均 給 料 月 額 (円）

平成28年４月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円）

平 均 年 齢 (歳）

イ 初任給

行 政 職 (円)

146,100

158,800

178,200

一 般 行 政 職

国 の 制 度

309,454

354,445

42.3

294,345

346,225

40.3

短 大 卒

大 学 卒

(円）一 般 行 政 職区 分

高 校 卒 146,655

159,403

178,877
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ウ  級別職員数

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 16.7 1 16.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ） （ ）

4 66.6 3 49.9

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 16.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

1 16.7 1 16.7

（ ） （ ） （ ） （ ）

6 100.0 6 100.0

（　　）内は､再任用短時間勤務職員

（級別の標準的な職務内容）

２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級

主 査
主任、係長、担

当 係 長
課長補佐

課 長
主 幹

計 計

６　　級

４級

級

６級

５級

７級

１級

一般行政職
区 分 区　　　　　分

平成28年４月１日現在平成29年４月１日現在

７級

４級

一般行政職

３級

１級

級

５級

６級

２級

３級

２級

主事

区 分

一 般 行 政 職

１　　級 ７　　級

特に困難な業務を掌握する部
長の職務

部 長
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エ 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

(1.025) （1.175） (2.200)

2.025 2.175 4.200

(1.050) (1.200) (2.250)

2.075 2.225 4.300

（　　）内は､再任用短時間勤務職員の標準的な支給率

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備    　　  考

25.55625 34.5825 49.59 49.59

25.55625 34.5825 49.59 49.59

カ その他の手当

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

同 じ 同 じ 異 な る

県準拠

国 の 制 度
有

定年前早期退職
特例措置
2%～45%加算

本 年 度

前 年 度
有

そ の 他 の
加 算 措 置 等

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

備　　　　　考
支　給　期　別　支　給　率

職制上の段階、職務の
級 等に よる 加算 措置

有

区 分

差 異 の 内 容

国 の 制 度 と の 異 同

区 分

支 給 率 等

区 分
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（単位:千円）

国県費 地方債 その他

西予市浄化センター維持管理
業務委託料

41,190 平成28年度 0 平成29年度 41,190 14,400 26,790

企業会計移行に伴う資産調査・評
価業務委託

16,397 平成28年度 0 平成29年度 8,189 7,700 489

債 務 負 担 行 為 で 、 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限度額

前年度末までの支出見込額 当該年度以降の支出予定額 左 の 財 源 内 訳

期　間 金　額 期　間 金　額
特 定 財 源

一般財源
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合　　　　　　　計 3,524,932 3,330,110 166,500 290,662 3,205,948

86,465 2,262,663

2 過疎対策事業債 1,243,964 1,070,482 77,000 204,197 943,285

1 下水道事業債 2,280,968 2,259,628 89,500

千円 千円 千円 千円 千円

当 該 年 度 末
現 在 高 見 込 額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当該年度中増減見込み
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